
別記様式第九（第三十四条関係） 
 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更 
又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

 

                                    ➀   建 築 物        新      築 
   都市計画法第 43 条第 1 項の規定により、   第 1 種特   の   改     築 
                                           定工作物        用途の変更 
 の許可を申請します。                                      新      設 
  
 
                                              ➁ 令和○○年○○月○○日 
  （申請先） 
    厚木市長 
 
              ➂許可申請者  住  所 厚木市中町三丁目１７番１７号 
 
                           氏  名 厚木 太郎      

※ 手数料欄 

１  建築物を建築しようとする土地、 
  用途の変更をしようとする建築物 
  の存する土地又は第一種特定工作 
  物を新設しようとする土地の所在、 
  地番、地目及び面積 

➃ 厚木市○○字○○１０番１ ほか２筆 
➄ 地目：宅地 
➅ 面積：１６０．５０平方メートル 

２  建築しようとする建築物、用途の 
  変更後の建築物又は新設しようと 
  する第一種特定工作物の用途 

➆ 専用住宅 

３  改築又は用途の変更をしようと 
  する場合は、既存の建築物の用途 

➇ 該当なし 

４  建築しようとする建築物、用途の 
  変更後の建築物又は新設しようと 
  する第一種特定工作物が法第 34 条 
  第 1 号から第 10 号まで又は令第 
  36 条第 1 項第 3 号ロからホまでの

いずれの建築物又は第一種特定工

作物に該当するかの記載及びその

理由 

➈ 令第３６条第１項第３号ハ（既存宅地） 

５  そ の 他 必 要 な 事 項              ➉ 該当なし 

※  受   付   番   号  

※  許可に付した条件  

※  許   可   番   号  

備考  
 １   許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 ２  ※印のある欄は記載しないこと。 
３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設をすることについて 
   他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 
 
 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は 
第一種特定工作物の新設許可申請書作成要領 

 
① 該当する項目を○で囲ってください。 
② 提出年月日を記入してください。 
③ 申請者の住所、氏名を記入してください。 

法人の場合 
    ・原則は、本社・代表取締役名を記入してください。 
   （代表者以外での申請は、会社登記簿上支配人登記のされている者に限られ、支配人名 

で記入して下さい。やむを得ず、支配人登記のない支店長名等にする場合は、法人代表 
者からの委任状を添付して下さい。） 

④ ２筆の場合は、「○○番、○○番」と並記してください。 
３筆以上の場合は、「○○番ほか○筆」と記入してください。 
代表地番が一部の場合は、「○○番の一部」と記入してください。 

⑤ 地目は、土地登記事項証明書に記載されている地目を記入してください。 
⑥ 面積は、実測面積を小数点第２位まで記入してください。 
⑦ 申請する建築物又は第一種特定工作物の用途を記入してください。 
⑧ 既存の建築物の用途を記入してください。 

新築の場合は「該当なし」と記入してください。 
⑨ 次の例を参照に記入してください。 

 
該当条文 その理由 

法第３４条第１号 日常必需品店舗（扱い品目）、公益上必要な建築物 
法第３４条第４号 農林水産物の処理、貯蔵、加工のための建築物 
法第３４条第９号 沿道サービス施設 
令第３６条第１項第３号ハ 農家等の分家住宅、土地収用対象事業による代替建築

物、建築物の建替え等、既存宅地 
令第３６条第１項第３号ホ 
※開発審査会案件 

地区集会所等、建築物の用途変更、既存宅地 

 
⑩ 農地法等他法令による許可等について記入してください。 

他法令に関係しない場合「該当なし」と記入してください。 
 

※ 提出部数は、 正本１部 
          副本１部 の合計２部提出してください。 
 


